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賃金不払が疑われる事業場に対する監督指導結果（令和４年）を公表します 

 

静岡労働局（局長 笹
ささ

正光
まさみつ

）では令和４年（令和４年１月から令和４年12 月まで）に賃

金不払が疑われる事業場に対して労働基準監督署が実施した監督指導の結果を取りまとめ

ましたので、公表します。 

この公表は、これまで、支払額が１企業当たり100 万円以上の割増賃金不払事案のみを

集計してきましたが、今回から、それ以外の事案を含め賃金不払事案全体を集計することと

し、これに伴い、集計内容を変更しています。変更点の詳細については、別紙３頁を参照く

ださい。 

【監督指導結果のポイント】 

１ 令和４年に県内の労働基準監督署で取り扱った賃金不払事案の件数、対象労働者数

及び金額は以下のとおりです。 

⑴  件  数      484件 

⑵  対象労働者数     3,669人 

⑶  金  額  2億 2,534万円 

２ 労働基準監督署が取り扱った賃金不払事案（上記１）のうち、令和４年中に、労働基

準監督署の指導により使用者が賃金を支払い、解決されたものの状況は以下のとおり

です。 

⑴  件  数       468 件 （96.7％） 

⑵  対象労働者数      3,647 人 （99.4％） 

⑶  金  額  2 億 1,210 万円 （94.1％） 

 

※ 不払賃金額の一部のみを支払ったものも含まれます。 

 

厚生労働省では、賃金不払が疑われる事業場に対して、迅速かつ的確に監督指導を

実施するとともに、度重なる指導にもかかわらず法令違反を是正しないなど、重大・悪

質な事案に対しては、送検を行うなど厳正に対応しています。 

また、倒産、事業主の行方不明により解決が困難な事案については、「賃金の支払の

確保等に関する法律」（昭和 51 年法律第 34 号）に基づく未払賃金立替払制度の迅速

かつ適正な運営に努めています。 

引き続き、賃金不払事案の解消に向けた取組を徹底していきます。 

【照会先】 

静岡労働局 労働基準部 監督課 

監 督 課 長  松本 政浩 

主任監察監督官  内藤 匡樹 

電話 054(254)6352 
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支払われた件数

468 件

97%

支払われなかった件数

16 件

3%

１．監督指導状況（令和４年） 

① 件数 

件数 
計484件 

②対象労働者数 

支払われた労働者数

3,647 人

99%

支払われなかった労働者数

22 人

1%

労働者数
計3,669人

③金額 

支払われた金額

2億1210万円

94%

支払われなかった金額

1,324 万円

6%

金額
計2億2,534万円 １事案における 

最大支払金額 

約2,800 万円 
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製造業

147 件

30%

商業

108 件

22%

接客娯楽業

48 件

10%

保健衛生業

47 件

10%

建設業

43 件

9%

運輸交通業

25 件

5%

その他

66 件

14%

２．業種別の監督指導状況（令和４年） 

① 件数 

件数 
計484件 

②対象労働者数 

製造業

1,822 人

50%

商業

450 人

12%

保健衛生業

371 人

10%

接客娯楽業

205 人

6%

建設業

200 人

5%

運輸交通業

142 人

4%

その他

479 人

13%

労働者数
計3,669人

③金額 

製造業

7,865 万円

35%

建設業

3,692 万円

16%

商業

2,828 万円

13%

接客娯楽業

1,829 万円

8%

運輸交通業

1,509 万円

7%

保健衛生業

966 万円

4%

その他

3,844 万円

17%

金額
計2億2,534万円

※ グラフの数は、表示単位未満で四捨五入しているため、合計が合わない箇所があります。 

業種に関する解説は、 

別紙３頁の【参考２】参照 
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【参考１】昨年度集計内容からの変更点 

 

 

 

 

【参考２】業種に関する説明 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
【参考３】 

全国の状況及び賃金不払残業の解消のための取組事例は、厚生労働省本
省において令和５年７月 27 日に公表しています。 
【厚生労働省の HP】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_34397.html 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_34397.html

